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　l．　はじめに
　集合住宅の各戸をそれぞれ別異の者が所有する場合に
は，建物区分所有法の適用があるわけであるが，ここで
は，そのような集合住宅における専有部分，共用部分の
区分に関し，裁判例・登記先例を中心に，その法律的問
題点を指摘し検討することにしたい。建物区分所有法
は．昭和37年法律69号で制定され，昭和58年法律51号で
大幅改正がなされたが，本稿の問題は，上記改正によっ
て直接の影響をうけることなく存続するものであること
を予め付記しておく。
　2．　専有部分・共用部分
　建物の区分所有においては，1棟の建物の所有区分と
して専有部分と共用部分の区別があるが，とくに実際上
しばしぼ問題になるのは，専有部分と当然共用部分（法
定共用部分）の区別である。条文としては建物区分所有
法の2条1項・3項・4項および4条であるが，専有部
分と当然共用部分の区別に関しては，上記条文のうちの
とくに1条と4条1項の2つの関係をどのようなものと
して理解し把握するかで結論を異にする。そこで，その
ような条文解釈を云々するに当り，この問題をめぐる裁
判例に若干の登記先例を加えてそれらを建物部分の種別
で分類整理すると，つぎの5つになる。すなわち，第1
は管理事務室とか管理人室といわれる建物部分に関する
ものであり，第2は屋内駐車場といわれる建物部分や倉
庫，ロッカールームといわれる建物部分に関するもので
あり，第3はピロティといわれる建物部分に関するもの
であり，第4はベランダとかバルコニーといわれる建物
部分に関するものであり，第5は相隣する専有部分との
間の境いにある界壁・界床というような建物部分に関す
るものである。
　3．　管理事務室（管理人室）
　まず，管理事務室（管理人室）といわゆる建物部分に
関する裁判例であるが，これには，つぎの5件がある。
昭和40年代の裁判例が2件，昭和50年代に入ってからの
裁判例が3件であるが，前者は①東京高判昭和46年4月
28日下民集23巻3・4合併号487頁と②神戸地判昭和44
年5月26日判時191号84頁であり，後者は③東京地判昭
和51年10月1日下民集27巻9～12号合併号699頁，④東
京地判昭和54年4月23日判時938号68頁，⑤東京地判昭
和57年1月27日判時1050号88頁である。①の裁判例にお
ける建物部分は単なる管理人室ということではなく，そ
の1棟の建物全体の電気系統とか機械設備の総合的な管
理をおこなう部屋も兼ねていて，いうなれば電気機械室
兼管理人室ということである。②の裁判例における建物
部分は受付室とこれに接続して畳敷の居室などがあり，
それら全体が管理人事務室という名前でよばれている建
物部分である。①②の裁判例では，いずれも当然共用部
分であるとするのに対し，③④⑤の裁判例では，いずれ
も当然共用部分でなくて専有部分であるとする。③の裁
判例における建物部分は②の裁判例における建物部分と
ほぼ同じような間取り，設備，構造の部屋になっている。
④の裁判例における建物部分はマンション全体の火災報
知器とかエレベーターの緊急連絡装置が設備されている
が，しかし，受付あるいはカウンターなどの通常管理業
務に必要とされる設備は設備されておらず，もともとは
個別分譲を予定して設計された住宅としての部屋を管理
人室にふり代えたものであるということである。⑤の裁
判例における建物部分は揚水ポンプの警報器とかマンシ
ョン内の火災警報装置やエレベーターの緊急連絡電話な
どの集中管理装置が内壁に設備されているが，しかし，
マンション管理のための，来訪者などと応待する受付窓
口が設置されておらず，畳敷の居室とかダイニングキッ
チンなどがあり普通の部屋と同じような構造になってい
る。さらに，登記先例も幾つかあるが，ここでは，とく
に⑦昭和50年1月13日民3第146号法務省民事局長回
答，147号同通達を挙げておこう。それは，いわゆるマ
ンションにおける管理人室を4つの類型に分けて当然共
用部分とされる場合と専有部分とされる場合があるとす
るが，その考え方の骨子は，要するに，外観上つまり外
からみてこれは普通の居室とは異なるものであることが
容易にわかるような構造になっている場合には当然共用
部分であるということである。したがって，外観上必ら
ずしも当然に明確であるとは認められない管理事務室，
管理人室は当然共用部分ではないということになる。
　4．　屋内駐車場，倉庫
　つぎは，屋内駐車場とか車庫といわれる建物部分に関
する裁判例であるが，これについては全部で13件ある。
昭和40年代の裁判例が1件，昭和50年代に入ってからの
裁判例が12件である。前老は⑩神戸地判昭和44年5月26
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日判時191号84頁で，これでは，当然共用部分であると
する。後者は⑥最判昭和56年6月18日民集35巻4号798
頁く昭和53年（t）1373号〉，⑦最判昭和56年7月17日民集
35巻5号977頁，⑧東京高判昭和53年8月16日判時906号
46頁，⑨大阪高判昭和55年2月29日判タ421号90頁，⑪東
京地判昭和51年10月1日下民集27巻9～12号合併号699
頁，⑫東京地判昭和51年10月12日判時851号202頁，⑬東
京地判昭和52年12月21日判時895号89頁，⑭東京地判昭
和53年12月7日判時924号77頁，⑮東京地判昭和54年4
月23日判時938号68頁，⑯東京地判昭和56年6月29日判
タ450号126頁，⑰東京地判昭和56年8月3日判時1034号
112頁，⑱東京地判昭和57年1月27日判時1050号88頁で，
⑥⑪⑭は審級を異にするだけの同一事件である。⑥ない
し⑨，⑪ないし⑱の裁判例では，いずれも当然共用部分
であるとする。⑥ないし⑱の裁判例における事案は事件
ごとに若干内容に違いがあるが，しかし，微細な点を除
くと，屋内駐車場としての建物部分の物理的な構造設備
は大体同様であって．いずれも，自動車を駐車させるス
ペースがあって，そのスペースの一部にむ1ねの建物全
体のための共用の施設とか設備が設置されており，それ
らの共用施設．設備を保守点検するために管理要員が屋
内駐車場としての建物部分に出入りすることができるよ
うな仕組みになっている。また，倉庫とかロッカールー一一
ムといわれる建物部分に関する裁判例であるが，これに
ついては，⑲最判昭和56年6月18日判時1009号63頁〈昭
和53年（t）　1374号〉，⑳東京高判昭和53年8月16日判時
906号46頁，⑳東京高判昭和57年4月20日判時1047号80
頁，⑳東京地判昭和51年10月12日判時851号202頁の4件
がある。ただし，これらは，いずれも，審級を異にする
だけの同一事件で，しかも，⑲は前出⑥と事件番号を異
にしているが，当事者は同じで事件としても同一事件で
ある。下級審判決である⑳⑳では，当然共用部分である
としているのに対し，最高裁判決である⑲では．専有部
分であることもあるのではないか，本件事案の場合果し
てそのような建物部分であるかどうかについて再度審理
し直すべきであるということで原判決を破棄して原裁判
所に差戻していたところ，差戻し後の⑳では，専有部分
であると判示して決着をつけた点が注目される。この事
案の場合，どのような物理的状況になっているかである
が，この倉庫といわれる建物部分の内部はさらに小さく
幾つにも区切られていて，それぞれ独立して別々に使用
できるようになっており，そのマンションの区分所有者
中の幾人かの人たちがそれらを各別に1個あて使用する
権利を有していて，しかも，その倉庫といわれる建物部
分の一部にマンション全体のための共用の施設が若干設
けられているという事案である。
　5．　上記3，4の検討
　以上の管理事務室，車庫，倉庫の3つの場合に共通す
る特色はなにかであるが，これについては，つぎのよう
なことを指摘することができる。すなわち，ここで問題
にしている建物部分の物理的な面からみての特色は，管
理事務室であれ，車庫であれ，あるいは倉庫であれ，い
ずれにしても，要するに，1個の物権的な独立性ある支
配に適する物体的形状をなしているということである。
つまり，周囲が完全に仕切られている，あるいは，完全
には仕切られていないが大体80パーセント程度仕切られ
ている70パーセント程度仕切られている……というよう
に，とにかく明確に仕切られているということである。
そればかりでなく，これらの建物部分の用途ないし用方
という面からみても特色がある。やや詳言すると，前述
したところからも明らかなように，これらの建物部分の
用途あるいは用方は管理事務室，車庫，倉庫ということ
であって，この種の用途あるいは用方は，独立した1む
ねの建物，つまり1棟1戸の建物の場合にもあるわけで
あって，念のため参考までに言及すると，不動産登記法
施行令6条は「建物の種類」という規定であって，そこ
では建物の主たる用途あるいは用方という観点から建物
の種類を列記している。これを承けて，不動産登記事務
取扱手続準則139条（昭和52年9月3日民3第4473号法
務省民事局長通達）は建物の用途ないし用方という観点
から建物の種類について数多く定めている。このように
不動産登記法施行令6条や不動産登記事務取扱手続準則
139条で列挙されている建物の種類つま用途，用方のな
かには，ここで問題となっているような類いの管理事務
所とか車庫，倉庫がある。ということは，これらの用
途，用方は専有部分の場合にも同じように存在するとい
うことである。したがって，管理事務室とか車庫，倉庫
だからということだけで，それらの建物部分が当然共用
部分であるというふうに即断することはできないのでは
ないかという点が問題としてあるわけである。そこで，
以上述べたような物理的な形状からの特色とか，用途，
用方上の特色ということをふまえて，一体，そのような
建物部分はさきほど一言した建物区分所有法1条の適用
問題なのか4条1項の適用問題なのか，この2つの条文
の関係はどうなのかということについて検討する。建物
区分所有法1条と4条1項の関係については，大別する
と，つぎの2つの考え方がある。1つは，1条と4条1
項は同じことをただ角度を変えて規定しているだけで，
いわぽ表裏一体的な関係にあるという考え方である。こ
れによれば．建物部分のうちで専有部分に適しない建物
部分はすべて当然共用部分であり，当然共用部分はすべ
て専有部分に適しない建物部分であるということにな
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る。他の1つは，同じことを表と裏から規定しているわ
けではないのだという考え方であって，これによると，
当然共用部分とされる建物部分の方が多くなるというこ
とになる。つまり，第1の考え方によれば，専有部分と
される建物部分であっても，第2の考え方では，当然共
用部分とされることがおきてくるわけで，ここで問題に
している管理事務室とか車庫，倉庫というような建物部
分がそれに当ることになる。ということは，第1の考え
方によれば，管理事務室，車庫，倉庫というような建物
部分は，本来，専有部分とされるべき建物部分であり，
共用部分とするには規約で共用部分と定めるほかない，
つまり，規約共用部分とする以外には共用部分とするこ
とはできず，当然共用部分ではありえないということに
なる。それでは，従来，どちらの考え方が通説とされて
きたのかということであるが，しかし，そもそも通説と
はいかなる説をいうのかということ自体よくわからない
面があり学界でも折にふれて議論されることがある位い
厄介な問題であるけれども，ここでは，そのような議論
はさておき，一応，法律制定当時における制定者がわの
見解を通説ということにして，建物区分所有法1条と4
条1項との関係に関して調べてみると，建物区分所有法
制定の前後に発行された法律専門誌などにおける制定関
与者などの諸論稿などでは，すべて第1の考え方に立っ
ており，第2の考え方は全くみられない。したがって，
このかぎりでは，第1の考え方が従来における通説であ
ったというふうにみてよいであろう。ところが，昭和37
年の建物区分所有法制定後，数年を出ないうちに，第1
の考え方では具体の場合における建物部分の法律的処理
がうまくいかない，とくに管理事務室，車庫，倉庫など
というような建物部分をめぐって登記上問題があるとい
うことが指摘されるようになって，その種の建物部分と
して電気機械室も問題になった。しかし，電気機械室に
ついては，比較的早くから，登記先例で，特段の事情が
ないかぎり，当然共用部分とみてさしつかえないとされ
たし（昭和38年10月22日民事甲2933号法務省民事局長回
答・通達），その後も，原則的にはこれが維持されてお
り，大体解決済であるといえよう。したがって，現在ま
だ解決されずにくすぶっているのは管理事務室，車庫，
倉庫というような建物部分ということになる。これらの
建物部分が当然共用部分かどうかということは，さきほ
ども述べたように，1条と4条1項との関係をいわば紙
の表と裏のような関係とみるかどうかにかかっているわ
けであるが，これは，別の言い方をすると，1条におけ
る「構造」という言葉と4条1項における「構造」とい
う言葉は同一意義に理解されるべきであるかどうかとい
うことであって，この点に関しては．登記先例ぼかりで
なく裁判例にも動揺がみられることは，前出裁判例に明
らかである。ここでは，裁判例を1つ1つ丹念に検討す
るだけの余裕が原稿枚数上ないので，細かい点は省略し
て，以上の裁判例を通じてとくに解釈上疑義がある点に
しぼって検討することにする。それは，つぎの3点であ
る。第1点は，③⑪⑭の裁判例がとくに判示しているこ
とであるが，1個の建物部分がそれ自体の構造とか機能
の面からみて区分所有者全員にとって不可欠であるよう
な場合とか，あるいは不可欠とはいえないにしても共用
とされることが適当であって，しかも，共用以外の用途
に供されることが通常期待できないような，そういう類
いのものでなければ当然共用部分ではないという考え方
でよいのかどうかという点である。③⑭⑭の裁判例は，
不可欠のものでなければならない，あるいは不可欠では
ないにしても共用以外の用途に供されることが通常期待
できないような場合でなければ，その建物部分は当然共
用部分ではなく専有部分とされることになると判示する
が，そのような考え方には賛成しがたい。その理由は，
つぎのとおりである。すなわち，現在の建物区分所有法
では，建物部分を専有部分に適する建物部分と専有部分
に適さない建物部分にわけて，専有部分に適さない建物
部分はすべて当然共用部分であるという考え方を基本に
していて，この点は，建物区分所有法制定当時以来一般
にそのように理解されており，制定者がわの見解でもあ
る。つまり，当然共用部分というのは，必らずしも区分
所有者全員が積極的に共用できるような類いの建物部分
だけではなくて，積極的に共用できない類いの建物部分
であっても，とにかく，それが専有部分に適さない建物
部分である以上，すべて当然共用部分に含まれるという
のである。ところが，③⑪⑭の裁判例のような考え方で
は，そのような積極的に共用でぎない類いの建物部分は
当然共用部分ではないということになるが，しかし，そ
れでは，そのような建物部分は専有部分とされることに
なるのかというと，それが専有部分に適する建物部分で
あればともかく，そうでない建物部分であるかぎり，専
有部分ともなりえないということになり，もしも，そう
いうことだとすると，この種の建物部分は建物区分所有
法上どのように扱われるのかということが問題になる
が，③⑪⑭の裁判例の判示から考えるかぎり明確ではな
い。もちろん，そのような建物部分について，それは専
有部分にもなりえない，当然共用部分でもない，いわば
第3のタイプの建物部分であるというふうにいうことも
1つの考え方ではあるが，しかし，これは，あくまでも
立法論であって，解釈論としては，建物部分は必らず専
有部分か共用部分かのどちらかなわけで，どちらでもな
いというような建物部分は認められない。したがって，
一64一
個 人
③⑪⑭の裁判例の判示ないし考え方には不適切な面があ
り賛成できない。そればかりでなく，③⑪⑭の裁判例に
おける判示をみると，建物区分所有法4条1項に規定す
る「数個の専有部分に通ずる廊下又は階段室その他構造
上区分所有者の全員又はその一部に供されるべき建物の
部分」という文言を相当重要視し，これに力点をおいて
当然共用部分というものを考えていることがうかがわれ
る。したがって，③⑪⑭の裁判例の当然共用部分に関す
る判示の当否を云々するには，この4条1項の文言の意
味内容を詳細に検討してみる必要がある。そこで，その
点であるが，3条1項は，当然共用部分の例示として
「数個の専有部分に通ずる廊下又は階段室」を挙げてお
り，いわゆる共同の廊下とか共同の階段室が当然共用部
分であることについては異論の余地はない。問題なの
は，「その他」であって，これには，当然共用部分とし
て具体的にどのようなものがあるかであるが，基本的な
考え方としては，つぎの2つがある。1つは，共同の廊
下，共同の階段室ではないけれども，これに準ずる建物
部分というふうにとらえる考え方であり，他の1つは，
そのように限定的にとらえないで，専有部分に適さない
建物部分はすべて「その他」に当るというふうにとらえ
る考え方であるが，条文の文言からは，どちらの考え方
も論理的に可能であって，決め手がない。そこで，昭和
37年の建物区分所有法制定時における制定者がわの国会
での説明をみると，4条1項の「構造上区分所有者の全
又はその一部員の共用に供されるべき建物の部分」とい
うのは，例えば，区分所有者が共同で利用するように作
られている廊下，階段室，エレベーター室，屋上などの
ことであるとするが，それらのうちのエレベーター室と
いうのが「その他」に当ることについては，どちらの考
え方であっても，問題ない。というのは，共同の廊下と
か共同の階段室は屋内交通手段としての共同の建物部分
であって，この点で共同のエレベーター室も同じように
いえるからである。しかし，屋上については問題があ
る。というのは，屋上は本来的には雨風を防ぐシェルタ
ーとしての役割を果す建物部分であって，屋内交通手段
としての共同の建物部分ではないからである。もちろ
ん，屋上も共同の交通手段としての建物部分に使えない
わけではないが，しかし，これは本来的な用途あるいは
用方とはいえないはずである。以上の点からすると，昭
和37年の建物区分所有法制定当時の制定者がわの考え方
では，「その他」というのは，その他すべて，つまり，
専有部分に適さない建物部分はすべて当然共用部分であ
るということになる。したがって，③⑪⑭の裁判例は，
当然共用部分のとらえ方が狭きに先するという批判は免
れない。しかし，それにしても，さきほど来問題にして
研
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いる管理事務室，車庫，倉庫が当然共用部分とみれるか
どうかについては，やはり疑問が残るわけで，これは，
結局，その建物部分の外観的な明確性ということから考
えていかなければ解決できないのではないかと思われ
る。そこで，第2点として，外観的な明確性ということ
が問題になる。ところで，外観的な明確性という観点か
ら当然共用部分であるかどうかを決すべきであるという
考え方については，さきに⑦の登記先例を挙げた際に言
及したが，そこでは，この登記先例もそのような考え方
に立っているとみれることを指摘しておいた。それで
は，建物区分所有法の条文上はどうであろうかというこ
とになるが，この点に関しては，つぎのような条文があ
る。すなわち，3条後段であって，そこでは，「一部の
区分所有者の共用に供されるべきことが明らかな共用部
分」というふうに定めており，「明らかな」という文言
が使われている。しかし，4条1項では，「構造上区分
所有者の全員又はその一部の共用に供されるべき建物の
部分」というふうに定められていて，一部共用部分に関
し「明らかな」という文言は使われていない。したがっ
て，3条後段で定める一部共用部分と4条1項で定める
一部共用部分は，それらが建物部分である場合において
概念的に完全に重なり合うのかどうかという点で若干問
題があるが，しかし，解釈上イコールに考えてよいので
はないか。つまり，4条1項における一部共用部分につ
いても3条後段における一部共用部分についてと同様，
外観的明確性が必要なのではないかと考えられる。この
ように外観的明確性ということで一部共用部分，全体共
用部分の区別がなされることになっているということが
いえるとするとjそういう考え方をさらに延長して，当
然共用部分・専有部分　　専有部分に適する建物部分は
規約共用部分とされないかぎり，すべて専有部分とされ
ることになる一の区別，つまり，当然共用部分であるか
どうかの判定標準に関しても，外観的明確性ということ
が建物区分所有法上，要件的に要求されているというふ
うにみる考え方が解釈論として十分に成り立つのではな
いかと思われるわけで，この意味において⑦の登記先例
は結論において賛成できる。つぎは，第1点であるが，こ
れは，⑥⑲の裁判例が判決理由で述べていることである
けれども，要するに，その建物部分のなかに区分所有者
全員の共用に供される設備が設置されていても，なお，
その建物部分を専有部分として扱えるのかどうかという
ことである。⑥⑲の裁判例は，その点について積極に解
しているが，そうすると，その建物部分のなかに共用に
供される設備が設置されていても専有部分として扱われ
ることもありうるということになるから，専有部分とさ
れる場合には，そのなかに設置されている共用の設備に
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ついて，他の区分所有者らもいわば仲間として共同で利
用しているということになるわけで，他の区分所有者ら
が普段そこに立入り，出入りすることはないにしても，
時には保守点検などの関係で管理者とか管理要員などが
立入り，出入りすることは当然あるし，それは，専有部
分とされるその建物部分の区分所有者としてはもちろん
容認しなければならないことになる。そうすると，そう
いう共同の設備が設置されていて，しかも，専有部分と
される建物部分のなかに，限定的ではあるにせよ，他の
区分所有者らが立入り，その建物部分を使用する権利が
あるというふうに考えないわけにはいかないことにな
る。そこでの問題は，その種の権利をどのような性質の
権利として把握したらよいのかということであるが，こ
のようなことについて，現在の建物区分所有法は，本
来，想定していなかったのはでないかと思われる。しか
し，解釈論としては，なにか考えなければならないわけ
で．結論的にいえば．物権的な性質・効力のある1種の
役権的な権利がそこにあるというふうに考えることにな
ろう。あるいは，物権的な性質・効力のある1種の相隣
関係的な権利がそこにあるというふうに説明することも
できよう。いずれにしても，専有部分とされる建物部分
にそういう権利，反面からいえば，そういう義務が付着し
ているということになる。⑥⑲の裁判例は，そういう考
え方を前提とするものとみれるわけであるが，しかし，そ
のような考え方にはにわかに賛成しがたいものがある。
というのは，そもそも建物区分所有の法律関係は，複雑
な法律関係であって，1棟1戸の建物所有関係あるいは
法律関係とは到底，比較にならない位いに面倒なわけで
ある。したがって，建物区分所有の法律関係というの
は，すぐれて抽象化された概念思考の団塊であって，と
もすると，きわめて技巧的な法律技術を駆使した論理構
成になりがちであるが，しかし，これは．物理的には全
体で1個の建物であるにもかかわらず，法律的には幾つ
にも区分して所有することにする関係で，ある程度まで
はやむをえないこととして観念せざるをえない。しかし
ながら，ひるがえって，そのような建物区分所有関係が
適用される場合というものを考えてみると，その多くの
場合がマンションという名でよばれる集合住宅であっ
て，しかも，これは大都市やその周辺都市での標準的な
住宅になってきているわけであるが，その反面，この種
の住宅を取得しこれに居住する人たちの多くは普段とく
に法律にかかわりをもっているわけではなく法律の専門
家でもないので，余りにも複雑で特別の法律的訓練をう
けた者でなければ理解できないような面倒な法律構成で
固められた住宅というのは問題であって，そういうこと
からいうと，建物区分所有という法律関係は余り適当で
ないのではないかといえよう。しかし，現実の住宅事情
に思いを致すと，そのようなことばかりは言っていられ
ないわけであって，建物区分所有が，これ以上複雑な法
律構成にならないよう，でぎるだけ努力すべきなのでは
ないかというふうに考えるものであり，そういうことか
らすると，⑥⑲の裁判例のように，あえて複雑な法律構
成をとることについては，共感しえないものがある。本
来，専有部分のなかに共同の設備とか施設があるのは好
ましいことではない。もちろん，これは，建築技術的な
こともからんでいるから，ある程度はやむをえない面も
あるのかもしれないが，しかし，可能なかぎり，その点
についての配慮工夫があってしかるべきであろう。それ
に，建物区分所有の法律関係とされる集合住宅において
個別住宅のなかに共同の設備，施設があるということ
は，個人の生活領域のなかに他者が当然のこととして入
りこんでくるということである。集合住宅にあっては，
生活領域というものを個人の生活領域とそうでない共同
の生活領域との区別を明確にしていくことが基本的な大
事なことであると思われるが，⑥⑲の裁判例のように，
専有部分あるいは区分所有権にそういう一種の役権的な
権利が付着しているというふうな考え方をとると，個人
の生活領域とそうでない共同の生活領域との区別が不明
確になってしまうのではないかという点が気がかりであ
るし，その他いろいろな点からみて，そのような集合住
宅を場とする生活関係にとって好ましくないのではない
か，したがって，⑥⑲の裁判例の考え方は論理自体とし
ては興味深いものがあるにしても，そのような考え方は
とらない方がよいのではないか。
　6．　ピロティ
　ピロティについての裁判例は，⑳東京地判昭和51年5
月13日下民集27巻5～8合併号278頁．⑳東京地判昭和
54年10月30日下民集30巻9～12号601頁，⑳東京地判昭
和56年6月29日判タ450号126頁，⑳東京地判昭和56年8
月3日判時1034号112頁の4つがある。⑳⑭の2つは，
本来，実質的には同じ事件であるが，違いは，⑳が仮処
分異議事件であり，㊧が本案事件であることである。⑳
⑳の裁判例では，ピロティというのは当然共用部分であ
るとするのに対し，⑳⑳の裁判例では，専有部分である
とする。このように相反する裁判例があるが．しかし，
そもそも，ピロティとはなにかということ自体が問題で
ある。これは，フランスの有名な建築家コルビュジェ
（Le　Corbusier，1887－1965）が建築における手法な
いしデザインとして工夫したのがはじまりとされている
が，地平階または1階を支柱・支壁だけの吹抜け空間に
して，そのうえに2階以上を建築する場合におけるその
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地平階または1階のことをピロティとよび，日本でもよ
くみかける建築の仕方である。なかには，耐震性の点で
問題が若干ある場合もあるようであるが，その点につい
ては，建築技術的に解決することが工夫されているので
はないかと思われる。ところで，ピロティは，以上述べ
たようなものなので，これは，一体，建物の外部なのか
内部なのかということが根本の問題としてある。⑳ない
し⑳の裁判例は，いずれも，ピロティは建物の内部にあ
る空間であるとみて，それが当然共用部分か専有部分か
を判断しているが，しかし，建物の外部にある空間では
ないかともいえないわけではない。建物の内部にある空
間ではなく外部にある空間であるとすると，建物区分所
有法の適用対象である建物ではないので，登記の対象に
もならなくなるということになる。それでは，一体，な
んのためにピロティを設けるのかであるが，聞くところ
によると，例えば，住居専用のマンションの場合であれ
ば，そのマンションにおける住宅を2階以上に設けるこ
とによって全体の居住性，安全性，快適性というものを高
めるということのようであって，そうだとすると，これ
は，建物の内部の1階を住宅にせず吹抜けとするわけで
あるから，建物の内部にある空間とみるべきであり，当
然共用部分と観念するのが筋なのではないかと考えられ
る。ただ，ピロティという空間部分については多少の手
を加えることによってそこを店舗とか車庫とか．要する
に，一言でいってしまえぽ，収益性ある用途，用方に転
用できるために，マンションなどの場合，分譲事業者が
わと分譲をうけた者たちとの間でするどく利害が対立し
紛争がおこることがあるようであるが，しかし，それに
しても，基本的には．さきほど述べたような考え方であ
るべきである。
　7．ベランダ・バルコニー
　つぎは，ベランダ，バルコニーに関する裁判例である
が，これについては，⑳最判昭和50年4月10日判時779
号62頁，⑳東京高判昭和47年5月30日下民集23巻7・8
合併号288頁，⑳東京地判昭和45年9月24日判時606号16
頁，⑳広島地判昭和54年3月23日判タ392号163頁の4つ
がある。これらの裁判例のうちで，⑳⑳は当然共用部分
であるとするのに対し，⑳⑳は専有部分であるとする。
しかも，⑳⑳⑳は審級を異にするだけで実質的には同一
事件である。そもそも，ベランダとかバルコニーという
のは，どのような建物部分のことをいうのかということ
はなかなか難しい問題であるが，語源的には，ベランダ
という言葉は，もともとインドにおける土語でそれが18
世紀末ないし19世紀初めにヨーロッパに入ってきたのに
対し，バルコニーという言葉は，イタリーにおけるバル
コンという言葉にはじまり．それがイギリス，フランス
その他いろいろな国の言葉に入ったといわれている。イ
ンドは，聞くところによると，地方にもよるであろう
が，直射日光が相当厳しい地方もあるようであって，そ
のような地方では，直射日光をさえぎったり，地面から
の照り返しを避けることによって住宅の居住性を高める
ための工夫の1つとしてベランダという張り出し縁側が
発達したとのことで，ベランダには手すりとか腰壁がな
く屋根がついていることが多いとのことである。これに
対し，バルコニーも1種の張り出し縁側ですが，これに
は手すりとか腰壁が必らずあるけれども屋根はついてな
いのが普通であるとのことである。したがって，ベラン
ダもバルコニーも建築的には，どちらも，1種の張り出
し縁側であるが，生活のなかでは，本来，異なる役割・
機能を持つ建物部分であった。しかし，現在では，両者
の区別が建築的にかなり接近してきて明確に区別しにく
くなってきているのではないかと思われるし，事実，辞
書によってはベランダとは屋根があるバルコニーのこと
であると説明していることや，日本ではベランダもバル
コニー 烽ﾙとんど同じ意味の言葉として使われているこ
とが多いことから，ここでは，とくに区別せずに同義異
語として使うことにする。ところで，実をいうと，⑳な
いし⑳の裁判例では，ベランダとかバルコニーが当然共
用部分か専有部分かということでとくに事件の争点とし
て意識されていたかどうか自体に問題がある。というの
は，⑳⑳⑳の裁判例は，日本住宅公団が東京都練馬区の
石神井公園近くに建設して分譲した集合住宅団地でおき
た事件に関するものであって，その事件の内容は，住宅
の南面にあって各住宅の区画に合わせて仕切られている
ベランダというかバルコニーについて，ある住宅の所有
者つまり区分所有者が温室に改造したため，これがその
住宅団地の建築協定という名前の管理組合規約に違反し
ているとして管理組合からその区分所有者に対し原状に
戻せという請求がなされたというものである。そして，
⑳つまり1審では原告である管理組合はベランダとかバ
ルコニーは専有部分の一部であると主張しながら，しか
し，それを自由に改造することは規約上許されないとい
うことを問題にしたが，裁判所はその程度の改造はさし
つかえないと判示して管理組合の請求を棄却したため控
訴し，⑳つまり2審では，同じ管理組合が，ベランダと
かバルコニーは当然共用部分であると主張を変えて，だ
から，それを自由に改造することは許されないというこ
とを問題にして．裁判所も，結論としてそれを是認し，
管理組合の請求を認容したわけで，それが，⑳つまり上
告審でも，結果的には支持されたものである。どのよう
な経緯で同一当事者である管理組合の主張が1審と2審
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でそういうふうに変ったのかについては，判決理由をみ
ただけではわからないが，それはそれとして，むしろ，
⑳⑳の判決理由を検討して奇異に感ずる点は，そのよう
な管理組合がわの主張の変更に対して，相手方である区
分所有者の方ではなにもとくに異議を述べるとか抗弁す
るとかしたような痕跡がみられないことである。むろん，
格別の理由もないのに無闇に抗争すべしというわけでは
ないが，この事件では，管理組合がわの1審の主張と2審
の主張は相反するわけであるから，本来ならば，その点
についても問題にすべきであったのではないかという意
味である。そして，このことは，⑳の裁判例によると，
管理組合がわの専有部分の一部であるという主張に対し
て，区分所有者の方では，それは認める，専有部分の一
部である以上，その所有者がこの程度の改造は自由にで
きるはずであるというような主張になっており，＠の裁
判例によると，管理組合がわの主張は当然共用部分であ
るということになっていて，区分所有老の方は，それは
認める，しかし，この程度の改造は当然許されてしかる
べきであるというような主張になっていることから指摘
することができる。また，⑳の裁判例であるが，これ
は，民間の不動産会社によって建設分譲されたマソショ
ンの購入者の1人が原告となり，その不動産会社が被告
となっている事件であって，この事件では，原告がバル
コニーは専有部分の一部であると主張して，被告に対
し，バルコニーについての所有権移転登記を請求した
が，他方，被告の方では，専有部分の一部であることは
認める，しかしながら，バルコニーは不動産登記法上登
記の対象とされていないから，売主としてのその点につ
いての所有権移転登記義務は負担しておらず，法律上応
じられないことに応じうというのは無理なことであると
いうふうな抗弁をしたのに対し，裁判所は，被告の抗弁
を認め，原告の請求を棄却した。これが事件の内容であ
る。以上4つの裁判例では，当事者がどちらも当然共用
部分か専有部分の一部かということでそのことを積極的
に争点としているわけではなく，裁判所もそのことにつ
いて，とくにいずれに解すべきかで検討しているわけで
もない。したがって，厳密にいえば，以上の裁判例は果
してベランダとかバルコニーを当然共用部分と解すべき
か専有部分と解すべぎかについて判示した裁判例といえ
るのかどうか問題であるともいえるが，しかし，ほかに
適当な裁判例がみあたらない現在では．以上の裁判例を
挙げておくことは全く意味がないことはあるまい。ただ
し，上記⑳ないし⑳の裁判例の場合，実際の裁判過程に
あっては，当事者双方が，当然共用部分か専有部分かに
ついて争点として問題にしたのかもしれないし，もし
も，そうであるとすれば．上述の批判は的はずれともい
えるわけであって，訂正するについてやぶさかではない
ことを付言しておく。
　8．専有部分の境界部分一界壁・界床
　最後に，専有部分相互間にある界壁や界床は，一体，
専有部分の一部なのか，当然共用部分なのか，かりに当
然共用部分だとして界壁や界床は平面的または立体的に
相隣する専有部分の区分所有者相互間における当然共用
部分なのか，それとも1棟の建物におけるすべての専有
部分の区分所有老間における当然共用部分なのかという
問題であるが，これについては，従来，直接の裁判例，
登記先例はない。ただ，裁判例では，間接的なという
か，若干これにふれるものとして，⑳東京高判昭和44年
2月10日高民集22巻1号106頁が1件ある。これは，民
間の不動産会社が青田売り，つまり，建設をはじめたぼ
かりの段階で売出したマンションの分譲をうけた者が原
告となって，その不動産会社を相手どり，売買契約締結
時における目的物件つまり専有部分の形状・床面積と建
設工事完成による引渡時における専有部分の形状・床面
積が違っており，とくに床面積が少なくなっているとい
う点を問題にし，民法565条が規定する数量不足の担保
責任を訴求した事件であるが，そこでは，買主である原
告は，専有部分の床面積をいわゆる内法計算で算出して
売買契約締結時における約定床面積に比べて大分不足し
ていると主張し，これに対し，売主である被告は壁真計
算で算出して確かに若干不足しているけれども原告が主
張するほど不足しているわけではないと反論していて，
裁判所は，その点について，壁真計算で算出してなお若
干不足がある以上，売主である被告はそのことに関し売
主としての担保責任は免れないと判示した。また，登記
先例でも，専有部分の床面積計算に関するものが1件あ
る。それは，④不動産登記事務取扱手続準則（昭和52年
9月3日民3第4473号法務省民事局長通達）141条12号
であって，これによると，普通の1棟1戸の建物の床面
積は不動産登記法施行令8条で壁真計算により算定する
ことになっているのに対し，区分建物つまり専有部分の
床面積は内法計算により算出することになっている。た
だし，昭和58年の建物区分所有法改正において，同法14
条3項で，専有部分の床面積は，壁その他の区画の内側
線で囲まれた部分の水平投影面積による，と規定され，
内法計算に関する直接の法律的根拠が設けられた関係
で，上記の準則規定は削除された。以上の裁判例と登記
先例ないし建物区分所有法規定は，いずれも，専有部分
間にある界壁や界床の所有関係について直接言及してい
るわけではない。したがって，これらを根拠に界壁とか
界床は当然共用部分であり関係区分所有者の共有に属す
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るとする考え方は妥当でないとする見解もあるが，しか
し，昨今における解釈論のすう勢としては，界壁・界床
の上塗り部分あるいは仕上げ部分を除きその余の部分，
つまり，魎体部分は当然共用部分であり，1棟の建物に
おけるすべての専有部分の区分所有老の共属に属すると
みるべきである，したがって，各専有部分に含まれその
区分所有者の専有に属するのは上塗り部分あるいは仕上
げ部分だけである，とする説が有力であり通説化しつつ
ある。
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